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令和６年度 投資事業評価調書（継続：再評価〔第６回〕）

部課室名
土木部

河川整備課
記入責任者職氏名
（担当者氏名）

河川整備課長 福永 悦男
（河川・武庫川整備班長 平塚 康嗣）

内線
4408

（4439）

事業種目 河川事業 水系名 淀川水系

事業目的

淀川水系神崎川圏域において、平成27年(2015)3月に策定した河川整備計画に基づき、洪水対策等を実施するこ

とにより、治水安全度を向上させ、地域の安全・安心を確保する。

淀川水系神崎川圏域河川整備計画における｢計画的に整備を進める区間｣

神崎川系統

区間 延長 整備目標 事業の状況 前回評価年度

① 左門殿川

(左門橋

～神崎川からの分流点)

0.45km
戦後最大流量の昭和 42 年 7 月洪水と同規模

の洪水を安全に流下
事業中

R1(2019)

再評価

② 神崎川

(左門殿川への分流点

～兵庫県管理区間上流端)

2.45km
戦後最大流量の昭和 42年７月洪水と同規模

の洪水を安全に流下
未事業化 ―

庄下川系統

区間 延長 整備目標 事業の状況 前回評価年度

③ 庄下川

(大黒歩道橋～JR 橋梁)
3.2km 地震に対する堤防強化 未事業化 ―

④ 庄下川

(富松中央橋

～兵庫県管理区間上流端)

0.77km
概ね 20 年に 1 回の確率で発生する降雨

に対する洪水を安全に流下

事業中

(尼崎市施行)
評価対象外
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淀川水系神崎川圏域 河川整備計画 全体位置図 

庄下川系統の河川 

大臣管理区間 

神崎川圏域 

凡 例 
   ：河川整備計画において 
   計画的に整備を進める区間 
  ：事業中の区間 

：圏域界 

神崎川系統の河川 

②神崎川 

甲子園口 

千鳥橋 

尼崎 

ＪＲ神戸線 

豊中ＩＣ 

①左門殿川 

③庄下川 

④庄下川 
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【① 左門殿川】 
事業概要および進捗状況 

 今回評価内容 （ ）：前回評価時点 

工区 事業区間 整備内容 
 

全体事業費 進捗率 残事業費 

完成 

予定 

年度  

① 左門殿川 
左門橋～神崎川か
らの分流点 

改修延長 450m 
河床掘削 
 
【負担割合】 
国：50% 県：50% 

事
業
費 

 27億円 

(  9億円) 

19％ 

(17％) 

22億円 

（7.5億円） 
R17 

 (R6) 
内
用
補 

 -億円 

(  -億円) 

 -％ 

( -％) 

 -億円 

(  -億円) 

 

事業を取り巻く 

社会経済情勢等 

の変化 

気候変動の影響により、近年、豪雨災害が頻発化・激甚化していることから、河川改修に対する地元要

望は強まっている。 
【前回評価時点からの事業計画・総事業費・工期の変更概要】 
 下記の理由等により、事業費および事業期間を変更する。（18億円増、11年延伸） 
 [事業費] 

 ・労務単価等の高騰に伴う増額 

 ・底質調査の結果、掘削土に含まれるダイオキシンが基準値を超過したため、汚染土壌として

の処分が必要となり処分費が増額 

[事業期間] 

・底質調査を踏まえ、受入れ可能な残土処分地を選定するための期間延伸 

・汚染土壌の処分に伴う期間延伸 

進捗状況 ・令和６年までに（国）２号左門橋下（L=64ｍ）の河床掘削が完了 

評価視点 評価結果の説明 

審査会意見及び対応方針 

(R1年度再評価) 

【審査会意見】（継続妥当） 

なし 

【対応方針】 

 － 

(1)必要性 淀川水系神崎川圏域では昭和41(1966)年、昭和42(1967)年などに発生した洪水により甚大

な被害が発生している。また、気候変動の影響により、近年豪雨災害が頻発化・激甚化してい

ることから、河川改修に対する要望も強い。 

【主な浸水被害実績】 

・昭和41(1966)年７月 前線  【床上浸水 5,766戸、床下浸水  604戸】（圏域） 

・昭和42(1967)年７月 前線  【床上浸水20,300戸、床下浸水3,641戸】（圏域） 

・平成元(1989)年９月 集中豪雨【床上浸水 6,783戸、床下浸水  602戸】（尼崎市内） 

・平成６(1994)年９月 集中豪雨【床上浸水 2,249戸、床下浸水1,104戸】（圏域） 

(2)有効性 

・効率性 

 

(事業執行環境) 

① 費用便益比：B/C=5.5（河川整備計画に位置づけられた河川改修事業によるB/C） 

② 淀川水系河川整備基本方針は平成19(2007)年度、神崎川圏域河川整備計画は平成

26(2014)年度に策定済。 

③ 地元自治体との協議・調整が完了しており、事業執行環境は整っている。 

(3)環境適合性 
河床の掘削に際しては、水質汚濁防止など適切な対策を行う。 

(4)優先性 左岸側は大阪府による河床掘削が完了しているため、兵庫県側の河床掘削が完了すれ

ば、整備目標が達成され治水安全度が向上することから、優先性は高い。 

また、上流猪名川指定区間の改修に着手するためには、当該区間の完了が必要であ

るため、流域全体の治水安全率向上のために早期の事業実施が望まれる。 

再
評
価 

の
結
果 

継続 
左の 

理由 

 事業の必要性は、事業採択時と変わっておらず、地域住民の安全・安心な生活環境

を確保するため、事業を継続する必要がある。 
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左門殿川 整備概要図 

 
 

工区 河川整備計画全体 前回評価まで 
前回評価から 

R6(2024)まで 

今後 11 年間 

R7(2025)～R17(2034) 

① 左門殿川 

  

H27～R17 

【事業費=27 億円】 

・整備延長 

  L=0.45m 

・整備概要 

河床掘削 

 

H27～R1 まで 

【事業費=1.5 億円】 

・河床掘削 

R2～R6 まで 

【事業費=3.5 億円】 

・測量 

・底質調査等 

R7～R17 まで 

【事業費=22 億円】 

・河床掘削 

流下能力の向上  流下能力の向上 

 



横断図

位置図

事業区間 ： 左門橋～神崎川からの分流点
総事業費： ２７億円
事業期間： H27(2015)～R17(2034)
事業概要： 河床掘削
延 長： 0.45km

費用便益比B/C：5.5 （河川整備計画に位置づけられた河川改修事業）

事業概要

目 的

淀川水系神崎川圏域河川整備計画（H27.3）に基づき、治水
安全度を向上(戦後最大流量の昭和42年7月と同規模の洪水
を安全に流下させる。）

河川事業 一級河川淀川水系左門殿川 （継続：再評価〔第６回〕）

新伊丹

稲野

猪名寺

塚口 塚口 園田

立花

尼崎

姫島

塚本千船

杭瀬
大物

尼崎

出屋敷

出来島

福

大隈病院

木造阿弥陀如来坐像
(治田寺)

大阪市

尼崎総合医療センター

2

43

尼崎市

凡 例

：事業区間

：河川整備計画において計

画的に整備を進める区間

：国道・高速道路

：県境

：公共施設等

：浸水実績(S42.7前線)

尼崎市役所
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高田久々知線

尼崎中央
病院

尼崎新都心病院

大阪市尼崎市

尼崎市大阪市

約105m

大阪府側は施工済み

計画高水位 ▽H.W.L O.P.+3.50(T.P+2.20)
平水位 ▽

事業箇所



現況写真

工程表

①完成区間

：前回計画
：実施・計画

②残事業区間

凡 例
R1(2019)まで
R2(2020)～R6(2024)
R7(2025)以降
河川整備計画において計画的
に整備を進める区間

国道 出典：地理院地図

～R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

河床掘削

事業進捗平面図

②
①

左門橋

航空写真

左門橋

左門橋

国
道
２
号

国道２号

阪神電鉄

杭瀬駅
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事業の有効性・効率性

（１）費用対効果

①便益（B）の項目

②費用便益費（B/C）算出根拠

評価の視点 効果項目（費用対効果の便益内容）

治水安全度の向上 浸水被害の軽減 ・一般資産被害(家屋、家庭用品、事業所償却資産、農業家償却資産等)
・農産物被害、公共土木施設等被害、営業停止被害、応急対策費用

Ｂ(便益) Ｃ(費用)
Ｂ／Ｃ

便益額 代表的な効果 総費用 事業費 維持管理費

29,063
（百万）

浸水解消面積 362ha
戸数 13,112戸

5,307
（百万）

4,735
（百万）

572
（百万） 5.5

１）便益＝「治水事業を実施することによる被害
軽減期待額」を現在価値化

被害額＝一般資産被害＋農作物被害
＋公共土木施設等被害
＋営業停止被害＋応急対策費用

２）費用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化
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25m

※河川整備計画における全ての事業による費用便益比



（２）費用対効果に含まれない効果

（３）地域からの要望状況等

評価の視点 効果項目 該当する事業内容等

社会経済活動等
の安定

人的被害の軽減 ○
・浸水区域内人口42,250人を解消
・災害時要救護者15,276人を解消
・最大孤立者数16,474人を解消

道路、鉄道等の交通途絶による
波及被害の軽減

○

・道路の交通途絶による波及効果の解消
・国道2号（交通量31,869/日）
・大阪伊丹線（14,018/日）
・高田久々知線（交通量11,580/日）
・尼崎停車場線（9,838/日） 等

医療・社会福祉施設、防災拠点
施設、文化施設等の被害の軽減

○

・施設等の浸水被害を解消
・医療施設(尼崎中央病院、尼崎新都心病院、大隅病院)3件
・社会福祉施設65件
・災害拠点施設6件
・文化施設等（木造阿弥陀如来坐像（兵庫県指定重要文化財））1件

水害廃棄物の発生の軽減 ○ ・水害廃棄物20,692ｔ、処理費用579百万円の解消

要望状況等

左岸側は大阪府による河床掘削が完了してい
るため、兵庫県側の河床掘削が完了すれば、整
備目標が達成され治水安全度が向上することか
ら、優先性は高い。

参考：事業の変遷
昭和11年 兵庫県及び大阪府が河川改修に着手
昭和25年 ジェーン台風による高潮被害
昭和35年 「大阪高潮対策事業」に着手
昭和40年 「淀川水系工事実施基本計画」の策定
昭和46年 「淀川水系工事実施基本計画」の改定
平成 9年 「神崎川 改良工事全体計画」の改定
平成10年 事業再評価
平成15年 事業再評価（２回目）
平成19年 「淀川水系河川整備基本方針」の策定
平成20年 事業再評価（３回目）
平成24年 事業再評価（４回目）
平成26年 河川整備計画策定報告
平成27年 「淀川水系神崎川圏域河川整備計画」の策定
令和元年 事業再評価（５回目）
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